
(2)  将来負担比率の分析 

  加算要素と控除要素の状況を表したものが⑭である。横軸に充当可能特定歳入（普通交付

税算入見込額、都市計画税充当見込額等）の、標準財政規模（基準財政収入額に算入された

公債費控除後）に対する割合をとり、縦軸に加算要素である将来負担額の、標準財政規模（基

準財政収入額に算入された公債費控除後）に対する割合をとっている。分母が共通なので、

縦軸値マイナス横軸値が将来負担比率となる。 

  さらに表中、丸の大きさは、充当可能特定歳入のうち、都市計画税充当見込額の割合の大

きさを示しており（黒丸は都市計画税の課税なし）、特に財政規模の小さい町村部では、そ

の影響が大きいことが分かる。 

登

仙

塩

白

角

岩

栗

大崎

蔵

大河

柴

丸

山

七浜

大郷

大和

大衡

加

美

石
気

名

多

東

富

七宿

村

川

亘

松

利

色

涌

女

南

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

500.0

550.0

600.0

100.0 150.0 200.0 250.0 300.0 350.0 400.0 450.0 500.0 550.0 600.0 650.0 700.0

将
来
負
担

額
/
（標

準
財
政
規
模
-
算
入
公

債
費
の
額

等
）

充当可能歳入/（標準財政規模-算入公債費の額等）

⑭ 将来負担比率に係る将来負担額の構成分析
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